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○猟銃用火薬類等の譲渡、譲受け、輸入及び消費に関する事務処理要領について（例

規） 

平成14年３月14日 

佐本生保発第61号 

改正 平成17年４月佐本務発第307号、26年３月第257号 

猟銃用火薬類等の譲渡、譲受け、輸入及び消費に係る事務については、下記により処理す

ることとしたので運用上、誤りのないようにされたい。 

記 

第１ 総則 

猟銃用火薬類等の譲渡、譲受け、輸入及び消費に関する内閣府令（昭和41年総理府令第

46号。以下「府令」という。）に係る事務の取扱いについては、この要領の定めるところ

によるものとする。 

第２ 譲渡、譲受け許可等 

１ 許可証の交付 

府令第２条に規定する猟銃用火薬類等譲渡許可申請書又は第３条第１項に規定する

猟銃用火薬類等譲受許可申請書を受理した警察署長（以下「署長」という。）は、次に

掲げる事項を調査するものとし、許可しても支障がないと認めるときは、府令第５条第

１項に規定する猟銃用火薬類等の譲渡許可証又は譲受許可証（以下「譲渡許可証等」と

いう。）を交付するものとする。 

(1) 申請書の記載事項が、事実に相違ないか。 

(2) 譲受許可を受けようとする実包又は空包が、申請者が提示した銃砲に係る許可証

又は登録証に適合するか。（原則として、申請者に許可証等を提示させること。） 

(3) 公共の安全の維持に支障を及ぼすおそれがあると認められる事由がないか。 

２ 許可証の書換え及び再交付府令第６条に規定する譲渡許可証等の書換え又は第７条

に規定する譲渡許可証等の再交付の申請を受理した署長は、当該申請の理由等について

調査し、支障がないと認めるときは書換え又は再交付を行うものとする。 

第３ 輸入の許可等 

１ 申請書の受理 

府令第９条第１項に規定する猟銃用火薬類等輸入許可申請書を受理した署長は、第２

の１の各号に掲げる事項を調査したうえ、許可についての意見を付して、生活安全企画

課長を経由して警察本部長（以下「本部長」という。）に進達するものとする。 



2/5 

２ 添付書類 

猟銃用火薬類等輸入許可申請書を受理するときは、輸入火薬類明細書（別記様式）を

添付して提出させるものとする。 

３ 許可書の交付 

１の進達を受けた本部長は、審査のうえ適当と認めるときは、当該署長を経由して府

令第９条第３項に規定する輸入許可書を交付するものとする。 

４ 許可書の書換え 

府令第９条第４項に規定する猟銃用火薬類等輸入許可書記載事項変更届を受理した

署長は、届出の理由等について調査し、支障がないと認めるときは、当該輸入許可書の

書換えを行うものとする。 

５ 本部長への進達 

府令第10条に規定する猟銃用火薬類等輸入届を受理した署長は、事実関係について調

査したうえ、本部長に進達するものとする。 

第４ 消費の許可等 

１ 消費の許可 

府令第11条第１項に規定する猟銃用火薬類等消費許可申請書を受理した署長は、第２

の１の各号に掲げる事項、府令第12条に規定する無許可消費数量を超える理由及び貯蔵

の方法等について調査し、許可しても支障がないと認めるときは、同第11条第２項に規

定する消費許可書を交付するものとする。 

２ 許可書の書換え 

府令第11条第２項に規定する猟銃用火薬類等消費許可書記載事項変更届を受理した

署長は、届出の理由等について調査し、支障がないと認めるときは、当該消費許可書の

書換えを行うものとする。 

３ 有効期間 

府令第９条第３項に規定する輸入許可書及び第11条第２項に規定する消費許可書の

有効期間は、６月以内の範囲で指定するものとする。 

第５ 譲渡許可証等の返納 

署長は、猟銃用火薬類等の譲渡許可証、譲受許可証、輸入許可書又は消費許可書に関し

て、次のいずれかの事由が生じたときは、速やかに当該譲渡許可証等を返納させるものと

する。 

(1) 許可が取り消されたとき。 
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(2) 許可された数量の全部を譲り受け、又は消費したとき。 

(3) 許可の有効期間が満了したとき。 

(4) 許可期限内であって許可を必要とする理由が消滅したとき。 

第６ 台帳 

署長は、猟銃用火薬類等の譲渡、譲受け又は消費について許可をしたときは、当該許可

に係る申請書１通を許可の種別ごとに台帳として綴り、許可の内容に変更があるごとに整

理しなければならない。 
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別記様式 

 


